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平成 26 年 3 月 11 日 

各位 

 

不動産投資信託証券発行者名 

オリックス不動産投資法人 

代表者名： 執 行 役 員  岡 添  裕  

（コード番号 8954） 

 

資産運用会社名 

オリックス・アセットマネジメント株式会社 

代表者名： 代 表 取 締 役 社 長  亀本 由高 

問合せ先： 総 合 企 画 部 長 中村 肇 

Ｔ Ｅ Ｌ ： 03-5418-4858 

 

 

新投資口発行及び投資口売出しに係る価格等の決定に関するお知らせ新投資口発行及び投資口売出しに係る価格等の決定に関するお知らせ新投資口発行及び投資口売出しに係る価格等の決定に関するお知らせ新投資口発行及び投資口売出しに係る価格等の決定に関するお知らせ    

    

 

 

本投資法人は、平成 26 年 3 月 3 日開催の役員会決議に基づく新投資口発行及び投資口売出しに関し、平

成 26 年 3 月 11 日開催の役員会において、発行価格及び売出価格等を以下のとおり決議致しましたので、お

知らせ致します。 

 

記 

 

１．公募による新投資口発行（一般募集）１．公募による新投資口発行（一般募集）１．公募による新投資口発行（一般募集）１．公募による新投資口発行（一般募集）    

（1）募集投資口数 265,410 口 

（2）発行価格 1 口当たり  122,850 円 

（3）発行価格の総額 32,605,618,500 円 

（4）払込金額（発行価額） 1 口当たり  118,818 円 

（5）払込金額（発行価額）の総額 31,535,485,380 円 

（6）申込期間 平成 26 年 3 月 12 日（水）～平成 26 年 3 月 13 日（木） 

（7）払込期日 平成 26 年 3 月 18 日（火） 

（注） 引受人は払込金額（発行価額）で買取引受けを行い、発行価格で募集を行います。 

 

 

２．投資口の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）２．投資口の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）２．投資口の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）２．投資口の売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

（1）売出投資口数 13,270 口 

（2）売出価格 1 口当たり  122,850 円 

（3）売出価格の総額 1,630,219,500 円 

（4）申込期間 平成 26 年 3 月 12 日（水）～平成 26 年 3 月 13 日（木） 

（5）受渡期日 平成 26 年 3 月 19 日（水） 
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３．第三者割当による新投資口発行３．第三者割当による新投資口発行３．第三者割当による新投資口発行３．第三者割当による新投資口発行 

（1）払込金額（発行価額） 1 口当たり  118,818 円 

（2）払込金額（発行価額）の総額（上限） 1,576,714,860 円 

（3）申込期間（申込期日） 平成 26 年 4 月 15 日（火） 

（4）払込期日 平成 26 年 4 月 16 日（水） 

（注） 上記（3）に記載の申込期間（申込期日）までに申込みのない投資口については、発行を打ち切るものとします。 

 

 

 

<ご参考> 

1. 発行価格及び売出価格の算定 

（1）算定基準日及びその価格 平成 26 年 3 月 11 日（火） 126,000 円 

（2）ディスカウント率 2.50％  

 

 

2. シンジケートカバー取引期間 

平成 26 年 3 月 14 日（金）～平成 26 年 4 月 11 日（金） 

 

 

3. 今回の調達資金の使途 

一般募集による新投資口発行の手取金 31,535,485,380 円については、平成 26 年 3 月 3 日付で公表した

｢資産の取得に関するお知らせ（渋谷パインビル、MG 市ヶ谷ビルディング、JouLe SHIBUYA、インターヴィレッ

ジ大曲、バロー鈴鹿ショッピングセンター、The Kitahama PLAZA、ウエストパークタワー池袋、マイアトリア東十

条）｣に記載の取得予定物件の取得資金の一部に充当します。なお、本件第三者割当による新投資口発行の

手取金上限 1,576,714,860 円は、手元資金とし、将来の特定資産の取得資金の一部又は借入金の返済資金

の一部に充当します。 

(注) 調達資金については、支出するまでの間、金融機関に預け入れる予定です。 

 

 

    

以上 

 

本日資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

 


